予算要求資料
平成30年度9月補正予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業研究費
	事業名　新地域産業支援拠点整備事業費


　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　　　　　　　商工労働部　生活技術研究所　電話番号：0577-33-5252
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　：c23106@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　補正要求額　　46,000千円（現計予算額：　0千円）
＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	46,000
	22,935
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,065

	決定額
	46,000
	22,935
	0
	0
	0
	0
	0
	20,600
	2,465


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・製造業を取り巻く環境が厳しい中で、本県産業が持続的な発展を続けるためには、工業系試験研究機関の役割として、地域産業における技術力向上や新製品の開発を支援していくとともに、県内中小製造業が成長分野に参入するための分野横断型の高度な技術支援も求められており、成長・雇用戦略において地域産業の支援のための機器等を計画的に整備・更新することにより、県内中小製造業へのきめ細かい対応に努めることとしている。
　・飛騨地域を中心とする家具製造メーカは、海外との競争や、国内の産地間競争が激化する中、本県の家具装備品の出荷額は全国順位は３位と上位に位置するが、今後もこれらの製造業を維持、発展させるためには、製品の高付加価値化につながる研究開発は緊急に求められている。
　・生活技術研究所では、木製製品の付加価値を高めるため「人や環境へのやさしさ」をキーワードに研究開発と技術支援に取り組んでいるが、現在、ユーザからみたモノづくりに必要な製品企画や評価を行う人間工学的手法を研究・実証するための施設及び設備が不足している状況である。
（２）事業内容

　・生活技術研究所に「人間工学実証研究スペース」を整備する。
　・具体的には、本館３階の大会議室を改修し、動作解析、生理計測、心理計測を専門的に行う実験室を整備するとともに、人体計測装置等を導入し客観的かつ信頼性のある評価を伴った製品開発を進める。
（３）県負担・補助率の考え方

　　国庫１／２、県費１／２

（４）類似事業の有無

　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	工事請負費
	33,518
	生活技術研究所本館３階改修工事

	工事監理費
	1,517
	上記工事監理費

	備品購入費
	10,835
	照明環境シミュレーション装置、注視点解析装置

	事務費
	130
	旅費等事務経費

	合計
	46,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　岐阜県成長・雇用戦略において、外的要因、経済変動に強い、バランスのとれた産業構造の構築をめざし「成長分野の企業の集積並びに規模の拡大」とともに「中小企業の新分野への挑戦を促すための新商品・新技術の研究開発支援」を位置付けている。この中で「企業支援機能強化プロジェクト」に位置づけている。
事業評価調書（県単独補助金除く）

	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成３０年度末までに、生活技術研究所本館３階の大会議室を改修し「人間工学実証研究スペース」を整備する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　本事業は施設整備を実施するものであり、達成度を評価するような数値指標を定めることが妥当ではない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○


	　木工・家具業界のニーズに応じた製品の高付加価値化につながる研究開発を実施するための施設及び備品の整備を実施する。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　ユーザー目線の製品企画や評価を行う人間工学的手法を研究・実証するための施設改修及び設備導入により、高付加価値製品の開発を推進する。



